
特定操縦免許制度の改正について
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特定操縦免許講習

経過措置 ２年間

「海上運送法等の一部を改正する法律」による船舶職員法の一部改正に伴い、令和６年４月より、小型旅客船・
遊漁船の船長に必要な「特定操縦免許」に関する制度改正が施行。
「海上運送法等の一部を改正する法律」による船舶職員法の一部改正に伴い、令和６年４月より、小型旅客船・
遊漁船の船長に必要な「特定操縦免許」に関する制度改正が施行。

令和６年４月以降に特定操縦免許を取得する者から即時適用

既存の特定操縦免許受有者の取り扱い

履歴限定制度

移行講習

・講習が８時間（学科４ｈ、実技４ｈ）以上追加
→ 合計15時間以上の課程に

・科目毎の修了試験（補講・再試有り）

・講習機関の登録権限は運輸局長に委任

・沿海区域以遠を航行した履歴 １年

・履歴限定時、小型旅客船等に船長として

乗船可能な航行区域を平水区域に限定

・特定操縦免許講習の拡充内容相当

・一定の乗船履歴で乗船実技科目を免除

・２年間は現行免許のままで乗船可能

・新特定操縦免許に切り替えた時点で履歴

限定制度の対象



特定操縦免許講習について

海難発生時の措置
（旅客の救命）

７時間

海難発生時の措置
（旅客の救命）

７時間

事故を未然に防ぐ
（出航判断能力等）
８時間以上現在

（小型旅客安全講習）

改正後
（特定操縦免許講習）

①講義（4時間以上）
・小型旅客船の船長の心得（小型旅客船の船長の責任と役割、
海難事例）
・運航に関する知識（交通の方法、航海計画、気象・海象、
荒天航法、事故対策、機関）

②実習（4時間以上）
・小型船舶の取扱い、基本操縦及び応用操縦（発航前の準備及び
点検、安全確認、人命救助、避航操船、離岸及び着岸）

「事故を未然に防ぐ」観点から、講習内容に船長の心得や出航判断能力に関わる知識等の学科科目
及び旅客船の安全運航に必要な操船技術に関わる乗船実習科目を追加する。

修了試験制度を創設し、修了試験に合格した者に対してのみ特定操縦免許を行うものとする。
なお、不合格の場合は、合格基準に達するまで補講及び再試験を行うこととする。

講習課程の拡充

修了試験の導入

○ 小型旅客船の船長業務を行うにあたり必要な特定操縦免許の要件としている講習について、海難発生時の
措置以外の内容を追加し、「特定操縦免許講習」とする。

○ 告示で定める講習の課程について、旅客船の船長として特に重要な知識・技能の向上に資するものを新たに
取り入れるとともに、修了の要件として修了試験を導入する。

追加内容
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履歴限定制度の導入

運航の可否判断や悪天候時の避難港の活用等の判断を担う船長の資質向上を図る観点から、沿海区域以遠

を航行する小型旅客船・遊漁船の船長に、一定の乗船履歴を求めることとする。

沿海区域※以遠を航行する 総トン数200トンまでの船舶

において 船長、航海士又は甲板部員として乗り組んだ履歴

必要な

乗船履歴 １年以上

履歴限定
の内容

小型旅客船・遊漁船に船長として乗船できる航行区域
平水区域

のみ

船員手帳受有者 ･･･船員手帳上の雇入期間 （有給休暇取得日数等を控除）

一括届出事業者 ･･･届出期間 （対象外の船舶に乗船した日数等を控除）

遊漁船 ･･･遊適法に基づく乗務記録、実務経験証明書 等

その他証明方法 ･･･船舶所有者又は船長による乗船履歴証明書 等

履歴の

計算・証明

特 定 限
履歴限定あり

（平水区域で乗船可能）

船長要件の確認 （操縦免許証による確認方法）

特 定 全

履歴限定なし
（全ての航行区域※で乗船可能）

※限定沿海区域を含む。

※一級又は二級の操縦免許に
応じた区域内

※R6.4以降に交付されるものに限る。

3



特
定
操
縦
免
許
講
習

経過措置

 特 定 又は   の免許証では、令和８年４月1日以降小型旅客船等

に船長として乗船できない。

 特 定又は   の免許証を有する者が経過措置期間終了後に特定操

縦免許講習を受ける場合、救命科目は免除（実質、移行講習と同じ）。

改正法の施行日（令和６年４月１日）から２年間（令和８年３月３１日まで）を経過措置期間とする。

施行日以前に取得された特定操縦免許の取り扱い

令和８年３月３１日までに限り、特別な手続きをすることなく、全ての航行区域※において
小型旅客船等に船長として乗船可能 ※一級又は二級の操縦免許に応じた区域内

新特定操縦免許に切り替えた場合、経過措置期間中でもその時点で履歴限定の対象

移行講習

現行の免許証

既存の特定操縦免許受有者は、移行講習（今回拡充される内容部分）を修了することで
新特定操縦免許に切り替えが可能

修了試験に合格した者にのみ修了証明書を交付

小型旅客船・遊漁船の船長としての乗船履歴を３か月有する者については

乗船実技科目を免除

移
行
講
習

経過措置期間に切り替えを行わなかった者等の取り扱い

特 定

更新後の免許証

特 定

・移行講習を受講していない者が、経過措置期間中に免許証を更新した場合

・経過措置期間中に免許の切り替えを行わなかった者が、経過措置期間終了後に免許証を更新した場合

「特定」の記載欄を赤色にした免許証を交付（経過措置期間終了後に更新した場合、「特定」の文字なし）

or

文字なし
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今後の手続きについて
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①移行講習の受講

• 登録特定操縦免許講習機関にて移行講習を受講
• 講習の内容は学科４時間、実技４時間の計８時間
• 講習終了後に修了試験を実施し、合格となれば修了証明書を
交付。

★20ｔ未満の遊漁船・旅客船の船長としての乗船履歴が３ヶ月
以上ある場合、講習の実技科目が免除可能
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〇実技免除を受けるために必要な書類
１．乗船履歴証明書

２．遊漁船業務規程の表紙及び別表第１の写し等（被証明者が船長として
記載されているものに限る）



②履歴限定の解除
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〇新たな特定操縦免許では、一定の乗船履歴がない場合、小型旅客船・遊漁船
に船長として乗船できる航行区域が平水区域に限定されます。

〇沿海区域以遠を航行する小型旅客船・遊漁船の船長となるためには、一定の
乗船履歴を積むことにより限定解除を行う必要があります。

必要な乗船履歴

沿海区域以遠を航行する200トン未満の船舶における船長・航海
士・甲板部員としての乗船履歴を１年（３６０日）以上

必要書類

本資料P8～P12に小型漁船および遊漁船の一般的な例を掲載

※１年以上の実務経験を以て遊漁船業務主任者に選任された

方には特例がございます。（P12参照）



小型漁船の代表者の場合

船舶検査手帳の写し or 漁船の謄本 or 
居住する市町村の長による規則第３２条第２項各号についての証明書

第４号様式証明書（自己証明用）

a.マリーナ等の船舶管理者が追加証明を行う場合
→乗船していたことを明らかにしうる書類 （例：マリーナ等の管理記録、領収書等）

b.所属する団体（漁業協同組合等）の長が追加証明を行う場合
→乗船していたことを明らかにしうる書類は不要

当該船舶の乗組員（船長または甲板部員）として職務を行ったことを証明する書類

（例：漁船の謄本、税務署に提出した『個人事業主のための開業届』等）

証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績

運航実績にて示した１か月分の出勤簿等その他勤務の状況を確認できる書類※

（例：漁獲報告等）

※「証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績」にて勤務の状況（乗船日、乗組員、漁場）を確認できる場合は出勤簿等の提出は不要

漁業法に基づく農林水産大臣又は都道府県知事による漁業許可証の写し

※表に記載の必要書類は代表的な事例によるものです。
必要書類は、個別の内容等により異なる場合があります。
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Ｒ６．１０．１１



小型漁船のその他乗組員（代表者以外）の場合

船舶検査手帳の写し or 漁船の謄本 or 
居住する市町村の長による規則第３２条第２項各号についての証明書

第３号様式証明書（一般用）

当該船舶の乗組員（船長または甲板部員）として職務を行ったことを証明する書類

（例：労働条件通知書、雇用契約書等）

証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績

運航実績にて示した１か月分の出勤簿等その他勤務の状況を確認できる書類※

（例：漁獲報告等）

※「証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績」にて勤務の状況（運航日、乗組員、漁場）を確認できる場合は出勤簿等の提出は不要

漁業法に基づく農林水産大臣又は都道府県知事による漁業許可証の写し

※表に記載の必要書類は代表的な事例によるものです。
必要書類は、個別の内容等により異なる場合があります。

9

Ｒ６．１０．１１



遊漁船の代表者の場合

船舶検査手帳の写し or 漁船の謄本 or 
居住する市町村の長による規則第３２条第２項各号についての証明書

第４号様式証明書（自己証明用）

a.マリーナ等の船舶管理者が追加証明を行う場合
→乗船していたことを明らかにしうる書類（例：マリーナ等の管理記録、領収書等）

b.所属する団体（遊漁船協同組合等）の長が追加証明を行う場合
→乗船していたことを明らかにしうる書類は不要

当該船舶の乗組員（船長または甲板部員）として職務を行ったことを証明する書類

（例：業務規程、税務署に提出した『個人事業主のための開業届』等）

証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績

運航実績にて示した１か月分の出勤簿等その他勤務の状況を確認できる書類※

（例：乗務記録、遊漁採捕量報告等）

※「証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績」にて勤務の状況（運航日、乗組員、漁場）を確認できる場合は出勤簿等の提出は不要

都道府県に提出した業務規程（表紙、別表１及び別表２） の写し

※表に記載の必要書類は代表的な事例によるものです。
必要書類は、個別の内容等により異なる場合があります。
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遊漁船のその他乗組員（代表者以外）の場合

船舶検査手帳の写し or 漁船の謄本 or
居住する市町村の長による規則第３２条第２項各号についての証明書

第３号様式証明書（一般用）

当該船舶の乗組員（船長または甲板部員）として職務を行ったことを証明する書類

（例：労働条件通知書、雇用契約書等）

証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績

運航実績にて示した１か月分の出勤簿等その他勤務の状況を確認できる書類※

（例：乗務記録等）

※「証明する乗船期間のうち任意の１か月分の運航実績」にて勤務の状況（運航日、乗組員名、漁場）を確認できる場合は出勤簿等の提出は不要

都道府県に提出した業務規程（表紙、別表１及び別表２） の写し

※表に記載の必要書類は代表的な事例によるものです。
必要書類は、個別の内容等により異なる場合があります。
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遊漁船業務主任者の場合

船舶検査手帳の写し or 漁船の謄本 or
居住する市町村の長による規則第３２条第２項各号についての証明書

遊漁船業の適正化に関する法律施行規則第４条第１項第２号の書面とし
て都道府県に提出した遊漁船実務経験証明書の写し

※令和６年４月１日以前に都道府県に提出した実務経験証明書（旧様式）の
場合は、実務経験証明書に記載の期間における航行区域が分かる書類（業
務規程等）が必要となります。

1年以上の実務経験を以て遊漁船業務主任者に選任された方については、
以下の書類により乗船履歴の証明をすることができる。

※表に記載の必要書類は代表的な事例によるものです。
必要書類は、個別の内容等により異なる場合があります。
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特定操縦免許制度に係る乗船履歴証明書類 記載要領等

→
第３号様式 特定操縦免許制度に係る乗船履歴証明書（一般用）
又は第４号様式 特定操縦免許制度に係る乗船履歴証明書（自己証明用）

＜記入例＞ 第３号様式（一般用）の場合

－乗船履歴のカウント方法ー

①乗船期間中の任意の１ヶ月間の運航実績
が月20日以上ある場合

・ 漁業許可又は業務規程上の事業期間と雇
用期間の重複期間を乗船期間としてカウ
ント

（例）１年のうち５月～９月末の５ヶ月間に運
航を行う船舶の船長として20年～21年
まで乗船
乗船期間→５ヶ月×２＝10ヶ月

②乗船期間中の任意の1ヶ月間の運航実績
が月20日未満の場合

・ 事業許可等における事業期間と運航実績
の割合（ｎ/20）で算出した日数をカウン
ト

（例）船長業務に１年間従事した船舶の、任意の１ヶ
月の運航実績が15日
乗船期間→15/20×360日＝270日

・ 30日を１ヶ月、360日を1年として扱い
ます。

小型漁船
D
②

遊漁船
D
③
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特定操縦免許制度に係る乗船履歴証明書類 記載要領等

→
第３号様式 特定操縦免許制度に係る乗船履歴証明書（一般用）
又は第４号様式 特定操縦免許制度に係る乗船履歴証明書（自己証明用）

＜記入例（表）＞ 第４号様式（自己証明用）の場合

－乗船履歴のカウント方法ー

①乗船期間中の任意の１ヶ月間の運航実績
が月20日以上ある場合

・ 漁業許可又は業務規程上の事業期間と雇
用期間の重複期間を乗船期間としてカウ
ント

（例）１年のうち５月～９月末の５ヶ月間に運
航を行う船舶の船長として20年～21年
まで乗船
乗船期間→５ヶ月×２＝10ヶ月

②乗船期間中の任意の1ヶ月間の運航実績
が月20日未満の場合

・ 事業許可等における事業期間と運航実績
の割合（ｎ/20）で算出した日数をカウン
ト

（例）船長業務に１年間従事した船舶の、任意の１ヶ
月の運航実績が15日
乗船期間→15/20×360日＝270日

・ 30日を１ヶ月、360日を1年として扱い
ます。

小型漁船
D
②

遊漁船
D
③

＜記入例（裏）＞

【追加証明】１～４のうち
該当する欄を使用
（該当しない欄は削除し
て使用する）

＜(令和6年3月29日国海技第621号) 2.ロ（一部抜粋）
＞
（※マリーナ等による乗船履歴の証明が困難な特段の事
情があると認められる場合であって、申請者が所属する
団体（旅客船協会、漁業協同組合等）の長がその履歴を
証明できるときは、マリーナ等による乗船履歴の証明に
代えて、当該所属団体の長による証明を提出することが
できるものとする。）。

※マリーナ等･･･他の船舶所有者又は居住する市町村の
長

若しくは係留施設の管理者
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